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噴火災害の特徴～その多様性

★火口はどこになるか
★いつ噴火するか
★噴火災害の種類の多様性
　噴石･火山灰・溶岩流・火砕流・火砕サージ
　土石流・融雪型火山泥流・山体崩壊
★規模はどの程度か
★いつまで継続するのか







岩手山山頂上空から西岩手をのぞむ
　1998年6月30日撮影　国土交通省岩手工事事務所提供







９８．３．１７　　９０回
火山観測情報　１号



１９９５，９，１５　火山性微動観測（活発化のスタート）

１９９８，４，２９　臨時火山情報第１号（火山性地震２８５回）

　１９９８，５，１６　ＩＮＳ岩手山火山防災検討会発足

　１９９８，５，２２　岩手山火山活動対策検討委員会発足

１９９８，６，２４　臨時火山情報第２号（噴火の可能性指摘）

　１９９８，７，１　全山で入山規制

　１９９８，７，８　岩手山火山災害対策検討委員会発足

　１９９８，７，２２　岩手山火山防災マップ（西側水蒸気爆発）公表

　１９９８，１０，８　岩手山の火山活動に関する検討会発足

　１９９８，１０，９　岩手山火山防災マップ（東側･西側全体）公表

岩手山の火山活動と防災対応の経緯



　１９９８，１０，１８　第１回噴火対策防災訓練

１９９９，５，２２　黒倉山山頂から強い噴気（西側で表面現象活発化）

　１９９８，６，８　岩手山緊急対策ガイドライン策定

２０００，３，７　　雫石町長山震度４（Ｍ3.9）最大規模火山性地震

　２０００，３，２３　岩手山火山防災ガイドライン策定

　２０００，４，２７　岩手山火山災害対策図（周辺６市町村）公表

　２００１，５　　　　緊急通報装置など設置

　２００１，７，１　東側４登山ルート夏季入山規制緩和

２００２，１０，１５　火山噴火予知連見解から水蒸気爆発の文言削除

　２００４，４　　　　大地獄谷、姥倉山～黒倉山高温域安全対策

　２００４，７，１　　全山で入山解禁





岩手山の特徴

１、火山周辺での人口密集

　　　盛岡市・八幡平市・雫石町・滝沢村

　　　人口約４０万人

２、静穏期が長い

　　　活火山との認識欠如、対策なし

３、日本最大級の成層火山　７回の岩屑なだれ発生

　　　西岩手･東岩手新旧二つの噴火形態



約７０万年の歴史、東岩手約６千年前から

９１５～１６８６年　山頂マグマ噴火多数

１６８６年　山頂マグマ噴火

１７３２年　山腹噴火(焼け走り溶岩流流出)
１９１９年　大地獄谷水蒸気爆発

岩手山の最近の噴火



１、火山活動の監視

２、災害予測地域の想定

３、緊急対策の立案と試行
　　　　　　　　　　（他の自然災害にも準用可能）

火山災害の軽減のために









●　「海老の尻尾」に覆われた冬の過搬型ＧＰＳ観測装置

























98.7.28　岩手日報（夕）



１０．１８　火山防災訓練



1998.9.3
　岩手山南西部の地震



















岩手ネットワークシステム（ＩＮＳ）

岩手山火山防災検討会

　大学、行政・防災機関、民間企業、報道

機関など、約５０機関の個人

　土曜日の午後、岩手大学工学部食堂（交

流会付）、顔が見える連携、５８回開催



「学」東北大学理学研究科地震・噴火予知研究観測センター、

　　　岩手大学工学部・農学部･教育学部、岩手県立大学看護学部

「官」国土交通省東北地方整備局岩手河川国道事務所・国土地理院東北測量部・

　　　　盛岡地方気象台

　　　盛岡森林管理署、環境省東北地区自然保護事務所

　　　陸上自衛隊岩手駐屯地、岩手県警察本部

　　　岩手県総務部綜合防災室・県土整備部砂防課・商工観光労働部観光課・

　　　　環境生活部自然保護課

　　　盛岡市、雫石町、滝沢村、西根町、玉山村、松尾村

　　　盛岡地区広域行政事務組合消防本部

「ライフライン」日本道路公団盛岡管理事務所、東日本旅客鉄道（株）盛岡

　　　支社、東日本電信電話（株）岩手支店、東北電力（株）岩手支店

「報道機関」ＮＨＫ盛岡放送局、ＩＢＣ岩手放送、テレビ岩手、岩手めんこいテレ

　　　ビ、岩手朝日テレビ、岩手日報社、盛岡タイムス、各全国紙盛岡支局

「防災･情報関係企業、他」企業各社、岩手県山岳協会、滝沢村山岳協会、全労済

　　　岩手県本部、岩手県農業共済連合会、岩手県観光協会、

INS岩手山火山防災検討会　参加者の所属機関 （機関名称変更あり）













住民の安全、命を救うために

どの時点で・誰(どの機関)が
　どのような判断をして・どのような対応を

火山活動に関する学術情報

　　↓　　　　火山噴火予知連絡会(気象庁長官の

　　変　　　　　　　　　　　　　　　私的な諮問機関）

　　換　　　　気象庁(気象業務法１３条～予報，

　　↓　　　　　　　　　警報の義務から地震・火山を除く）

避難の勧告・指示の権限(義務)～市町村の首長



岩手山火山防災ガイドライン

　県は必要に応じて【岩手山の火山活動に関す

る検討会】から火山活動の現状に関する学術的

助言を受け、警戒本部長(知事)を中心に協議・

判断し、市町村長に避難の勧告に関して助言

学術的判断→防災実務判断

岩手山の火山活動に関する検討会(学術的助言)　連帯して、

岩手県知事(防災助言)市町村長(法的責任)　　連帯責任





岩手山火山防災ガイドラインの理念

基本理念

噴火は防げないが、災害は軽減できる。必要な対策を出
来るところから実行し、火山と『共生』する『防災先進地』
を目指す。

推進の理念

実務的な対策は、国 県 市町村 連帯が　　　　　して責任を負う

地域の安全は、行政・防災関連機関 研究者 住民 が

連携 して、それぞれの役割を遂行することにより守られる。



火山災害に関する研究者と報道機関の不一致

【研究者】　　　　　　　　　　　【報道機関】(宇井他：火山噴火と災害、１９９７)

見解が間違って引用　　　　　　　　説明がわかりにくい

条件付を結論のみにすり替え　　　　肝腎の点について説明しない

　すべて白黒にしたがる　　　　　　　単純明快な説明がない

自分の論点に固執　　　　　　　　　情報を隠匿

見解の相違を強調　　　　　　　　　どの研究者を信ずるべきか

知識不足で何を聞くべきかすら　　　専門的知識があると過度に期待

　　　　　　　　　　認識がない　　基本的背景を説明してくれない

研究者の仕事の邪魔　　　　　　　　時間との戦いの仕事を理解せず



報道機関は、地域防災の大きな柱

と、位置付け

徹底した情報公開による

　　　　　　　　信頼感の醸成



報道すべき情報の価値基準を共有

「地域の安全」を守るに重要か

　　否か？

　今日の災害より明日の防災



報道機関への基礎知識の講習会

1998,5,23　　報道機関への岩手山防災セミナー,岩手大,30名

98,6,19　　ＩＢＣ岩手放送社内研修会、　　　　　　50名

98,7,10　　テレビ岩手社内研修会、　　　　　　　 40名

　98,8.27　　中央の報道関係者への地元招待説明会 　20名

　　　 11,14 岩手めんこいテレビ社内研修会　　　　　30名

1999,4,17　　「岩手山火山防災セミナー」行政・報道 110名

　　 6,7　　 岩手日報社社内研修会 70名

2000,10,17 　ＮＨＫ東北地域火山防災研修会　　　　 50名

　　 12,12 　岩手朝日テレビ社内研修会　　　　　　 30名



報道機関への事前説明会・情報提供

1998,10,8 岩手山火山防災マップ説明会(岩手大)

2000,4,17 ６市町村火山防災対策図説明会(県政記者クラブ)

2001,10,11 マグマ貫入システム研究成果説明会(岩手大)

委員会の公開「岩手山の火山災害対策検討委員会」17回

委員会の事後説明「岩手山の火山活動に関する検討会」32回

機上観測・現地調査後の説明、撮影ビデオ・写真の提供

予知連の地元説明会（予知連の翌日盛岡地方気象台で開催）

異常事態発生時のテレビ電話会議の一部公開と事後説明

調査・観測状況、岩手山関連行事の記者クラブへの事前説明





















岩手大学で火山防災への提言を行う
ＮＨＫ盛岡放送局の報道記者



大地獄谷を睨むテレビ局の
監視カメラ



テレビ局の監視カメ
ラがとらえた大地獄
谷の強い噴気



県政記者クラブから１９９８年
ゴールデンクラブ賞を受賞
岩手県知事と記者クラブ仲間



転勤する全国紙の記者を送る会



岩手山の火山防災における報道機関の役割

　単に報道のみを行う機関ではなく、減災の一翼を担う

火山活動状況の防災機関や住民への伝達

　岩手山関連ニュースの継続報道、「今日の岩手山」

火山防災知識の啓発、「特集記事」・「特別番組」

緊急事態の伝達

防災対応に関する提言～建設的な批判精神の堅持を前提として

連携、住民の声や他地域での事例紹介、ＩＮＳへの参加

火山情報の提供～監視カメラの映像を県総合防災室・気象台へ、

　ビデオを岩大へ、中央情報の提供で学者災害・報道災害防止



地域の大学（報道機関）が、地域

の安全に寄与できなかったら、

その【存】【否】を問われる。

　みなもとは、人の命を守るとの

　　使命感



岩手方式の火山防災

住民を防災の主体に位置づけ

報道機関との緻密な連携

減災の４角錐体制（研究者・行政機関・

報道機関・住民が連携して、地域の安

全を守る）の実践



岩手方式の背景

噴火への強い危機感

キーパーソンの存在
浜口博之（東北大教授:当時）火山監視体制の構築
土井宣夫（民間人:当時）噴火史研究の第一人者
齋藤徳美（岩手大教授:当時）地域連携ネットの構築

地域の安全を守るとの共通認識

防災への地域連携が実践されていた



マグマの貫入時　１９９８年２～４月、８月

　　　岩手山防災は丸腰であった

　火山防災マップは同１０月９日公表

今回の噴火危機対応の最大の教訓は、

【岩手方式】の火山防災対策の構築ではなく

　　　　平時の備えの重要さの再認識

このたびの噴火危機対応の終わりは、次の噴

火への備えのスタートでもある。



今後の課題～今までも、そして今後も

ガイドラインの理念（連携と連帯責任）

　　行政機関は、「専門性」と「継続性」の欠如の実態

　　賽の河原に石を積むがごとくと指摘する報道も

地元新聞社～担当記者は１～２年で交代

地元テレビ～一部報道記者、キャスターは継続

全国紙～担当記者は１～２年で転勤（他地域の経験者もあり）

本社(中央)と地元(地方)との認識の溝

ノドもと過ぎれば・・・目先の出来事に振り回される日常

　　　　　　　　　　　　限界か、業かはたまた宿命か



新しい視点での学究活動

　　「災害情報学会」

　　「減災報道研究会」など

実践する“ひと”のネット

ワークが重要


